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１．はじめに

　総務省によると、2021年の人口は１億2550万２千

人であり、前年度からの減少が前年に比べ64万４千

人になり、1950年以降で過去最大となった１。千葉

県船橋市の人口が約64万５千人２であるから、2020

年から2021年にかけて、船橋市１つ分の人口が消滅

したことになる。直近の大幅な人口減少の背景に

は、新型コロナウイルスの感染拡大により結婚や出

産を控える影響もあるかもしれないが、人口減少は

コロナ前から続いており、日本の社会における重要

課題のひとつとして位置付けられてきた。

　実際、政府は人口の減少抑制と経済成長を実現す

るため、地方創生政策を2015年から本格的に推進し

てきた３。2015年から2019年が地方創生政策の第１

期として位置付けられ、現在は2020年から2024年ま

での第２期に入っている。各地方自治体は第１期の

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を総括したう

えで、第２期の地方創生政策を推進している。地方

創生政策が始まって以降、各地の人口動態はどのよ

うに変化したのだろうか。宮下（2018）では、財政

の古典的理論である、Tiebout（1956）の「足によ

る投票」を踏まえると、半ば強制的な人口減少抑制

策は地域間競争を減退させてしまう恐れがあると指

摘している。また、川瀬（2020）では、第１期の地

方創生政策について、「集権型国家システムのもと

での集約型国土再編」と指摘している。ただ、これ

らの先行研究では、地方創生政策による各地の人口

動態への影響について定量的かつ包括的な検証が行

われていない。

　そこで本稿では、これまでの地方創生政策の効果

を検証するため、第１期を主に分析期間として、各

地の人口動態の変化について定量的に分析してい

く。続く第２節では、第１期の地方創生政策の予算

を整理し、地方創生関連交付金における各地への配

分状況を確認する。第３節では、第１期の５年間に

おける人口関連データを地方創生政策前の５年間と

比較して、地方創生政策が各地の人口動態に与えた

影響を検証する。第４節では、都道府県別の合計特

殊出生率における地方創生政策前後とコロナ禍の変

化について確認していく。第５節では、これらの人

口動向などを踏まえて、ポストコロナの地域創生に

向けた論点を整理していく。

２．地方創生関連予算の概要

　地方創生関連予算は2014年度補正予算から2021年

度までで約21兆円にのぼる。このうち、都道府県と

市町村に交付される「地方創生関連交付金」は第１

期の2015～2019年度で合計7,700億円程度にのぼる。

これらは各地方自治体にどのように配分されたのだ

ろうか（図１）。

　図２は各都道府県について地方創生政策前の人口

増減率と一人当たり地方創生関連交付金（第１期）

の関係を示している。横軸には地方創生政策前の５
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1 総務省（2020）「人口推計の結果と概要　II. 各年10月１日現在人口」〈https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.

html〉（2022年４月23日参照）
2 『住民基本台帳人口』によると、船橋市の人口は2022年４月時点で、645,972人である。
3 「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（2014年閣議決定）では、「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」

が長期ビジョンの柱に掲げられていた。



36 日経研月報 2022.6

図１　地方創生関連予算の推移

出所：まち・ひと・しごと創成本部「地方創生関連予算」、財務省「平成26年度補正予算の概要」より筆者作成。
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出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」、総務省「地方財政状況調査」より筆者作成。

鳥取県高知県

山形県 石川県

徳島県 富山県

佐賀県

長崎県 島根県 長野県

秋田県青森県 福井県

山梨県
奈良県

岩手県 熊本県
宮崎県

大分県和歌山県
愛媛県

鹿児島県

岐阜県

北海道

岡山県
香川県福島県

山口県

滋賀県

京都府

群馬県
茨城県

広島県

新潟県 栃木県

三重県 兵庫県

福岡県 沖縄県
静岡県

宮城県
埼玉県

愛知県千葉県

大阪府 神奈川県

東京都

y = -6.9462x + 7.3505
R² = 0.5482

-5.000

0.000

5.000

10.000

15.000

20.000

-1.500 -1.000 -0.500 0.000 0.500 1.000 1.500

1人当たり地方創生
関連交付金15-19年

（千円）

10-14年平均人口増減率（％）

【宮下量久氏のプロフィール】
1979年生まれ。法政大学大学院経済学研究科博士後期課程修了。株式会社 PHP 研究所政治経済
研究センター研究員、同主任研究員、月刊誌「Voice」編集部主事、公立大学法人北九州市立大
学地域戦略研究所准教授などを経て現職。株式会社 PHP 研究所客員研究員、神奈川県相模原市
緑区区民会議会長、福岡県岡垣町まち・ひと・しごと創生審議会会長、神奈川県川崎市都市計画
審議会委員などを歴任。「平成の大合併」の政策評価や定住自立圏・連携中枢都市圏の形成要因
など、地方財政に関する研究に従事。主な著書「「平成の大合併」の政治経済学」（勁草書房）共
著［第26回租税資料館賞受賞］、「官僚行動の公共選択分析」（勁草書房）共著［第23回森嘉兵衛
賞受賞］、「公共選択論」（勁草書房）共著「〈首都圏版〉住んで得する街ランキング」（PHP 研究
所）共著、「地域主権型道州制一国民への報告書」（PHP 研究所）共著。



37日経研月報 2022.6

年間（2010年から2014年）の人口増減率の平均値、

縦軸には地方創生政策第１期の５年間（2015年から

2019年）の１人当たり地方創生関連交付金の平均値

をとっている。この図をみると、各都道府県の分布

や近似線が右下がりであり、回帰係数もマイナスで

ある。地方創生政策前の５年間（2010年から2014年）

の人口増減率の平均値が低い都道府県ほど、地方創

生政策第１期の５年間（2015年から2019年）の１人

当たり地方創生関連交付金の平均値が高い傾向にあ

る。つまり、各都道府県の１人当たり地方創生関連

交付金は地方創生政策前に人口が減少傾向にあった

都道府県に手厚く配分されてきたことがわかる。

　ただし、図２では地方創生関連交付金における配

分の地域差があることも示している。例えば、鳥取

県は2010年から2014年の人口増減率がマイナス0.5％

であり、１人当たり地方創生関連交付金は約1.9万

円である。その一方、新潟県も人口増減率がマイナ

ス0.5％ほどであるが、１人当たり地方創生関連交

付金は約0.6万円であった。鳥取県と新潟県は地方

創生政策前に同程度の人口減少に直面しているにも

関わらず、１人当たり地方創生関連交付金には約1.3

万円の差異が生じている。地方創生関連交付金の配

分要因は人口減少以外にもあると思われるが、地方

創生政策によって新たな地域間格差が生じぬよう

に、第２期では地方創生関連交付金の配分要因やそ

の効果を詳細に検証する必要がある。

３． 第１期における地方創生政策の
人口への影響

　表１は第１期地方創生政策前後の市町村における

人口増減についてまとめたものである。地方創生政

策前（2010－2014年）では、自然増減率が増加（プ

ラス）の市町村は249、減少（マイナス）の市町村

は1,314、社会増減率が増加の市町村は594、減少の

市町村は969であった。人口の社会減の市町村が分

析対象市町村のうち62.0％であるのに対し、自然減

の市町村は84.1％に上っているため、人口の社会減

よりも自然減が進んでいた市町村が多いことがわか

る。この結果、地方創生政策前（2010－2014年）の

人口増減率でみると、減少である市町村は1,162、

分析対象市町村の74.3％であった。

　次に、地方創生政策後（2015－2019年）では、自

然増減率が増加の市町村は153、減少の市町村は

1,410、社会増減率が増加の市町村は455、減少の市

町村は1,108であった。人口の自然減の市町村は分

析対象市町村の90.2％、社会減の市町村は70.9％に

表１　第１期地方創生政策前後の市町村における人口増減
期間 増減 自然増減率 社会増減率 人口増減率

地方創生政策前
（2010－2014年）

増加 249 （15.9％） 594 （38.0％） 401 （25.7％）
減少 1,314 （84.1％） 969 （62.0％） 1,162 （74.3％）

地方創生政策後
（2015－2019年）

増加 153 （9.8％） 455 （29.1％） 289 （18.5％）
減少 1,410 （90.2％） 1,108 （70.9％） 1,274 （81.5％）

地方創生政策前後比較
改善 195 （12.5％） 515 （32.9％） 338 （21.6％）
悪化 1,368 （87.5％） 1,048 （67.1％） 1,225 （78.4％）

出所： 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」より筆者作成。
注１： 東日本大震災などで被災した自治体については他の自治体と人口動向が異なることから、特定被災地

方公共団体をデータから除外している。
注２： 各市町村の毎年度の自然増減率、社会増減率、人口増減率を算出したうえで、地方創生政策前の５年

間と地方創生政策後の５年間における平均値を計算した。５年間の平均値がプラスであれば増加、マ
イナスであれば、減少として各市町村を分類している。

注３： （）内の数値は分析対象の市町村のうち、該当市町村の割合を示している。
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上っている。これらの結果、人口増減率が減少の市

町村は1,274、分析対象市町村の81.5％を占めてい

る。地方創生政策後でも人口減少は加速している。

　第１期の地方創生政策前と地方創生政策後の人口

増減率の差分がプラスになれば、地方創生政策の第

１期では人口動向が改善、マイナスになれば悪化と

みなすことができる。そこで、地方創生政策前後で

増減率の差分がプラス（改善）の市町村は、自然増

減率で195、社会増減率で515であることがわかっ

た。その結果、338の市町村が地方創生政策前より

も第１期の地方創生政策後において、人口動態を改

善できていた。

　それでは、地方創生政策の第１期で人口動態が改

善した市町村とはどのようなところであろうか。

　表２は第１期地方創生政策前後の人口増加率の差

分が上位の都市、表３は第１期地方創生政策前後の

人口増減率の差分が上位の町村をまとめたものであ

る。都市では、京都府向日市の人口増減率の差分が

1.298ポイントでトップであった。京都府向日市の

人口増減率の平均値は地方創生政策前（2010年から

表２　第１期地方創生政策前後の人口増加上位の都市

No. 都道府県 都市
人口増減率

の差異
（②－①）

10－14年
人口増減率
平均値（①）

15－19年
人口増減率
平均値（②）

15－19年
自然増減率

平均値

15－19年
社会増減率

平均値
１ 京都府 向日市 1.298 －0.148 1.150 0.033 1.118
２ 福岡県 福津市 1.129 1.186 2.315 0.003 2.312
３ 千葉県 流山市 1.123 1.391 2.514 0.317 2.197
４ 沖縄県 宮古島市 0.525 －0.258 0.267 －0.171 0.438
５ 福岡県 糸島市 0.496 －0.153 0.343 －0.294 0.637
６ 東京都 調布市 0.466 0.656 1.122 0.099 1.023
７ 石川県 かほく市 0.439 －0.105 0.334 －0.242 0.576
８ 福岡県 宮若市 0.388 －1.308 －0.920 －0.792 －0.128
９ 東京都 国分寺市 0.378 0.575 0.953 0.057 0.896
10 大阪府 高石市 0.375 －0.550 －0.175 －0.250 0.074

出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」より筆者作成。

表３　第１期地方創生政策前後の人口増加上位の町村

No. 都道府県 町村
人口増減率
平均値差分
（②－①）

10－14年
人口増減率
平均値（①）

15－19年
人口増減率
平均値（②）

15－19年
自然増減率

平均値

15－19年
社会増減率

平均値
１ 北海道 勇払郡占冠村 6.043 －0.146 5.897 －0.219 6.115
２ 沖縄県 八重山郡与那国町 4.055 －1.136 2.920 －0.040 2.959
３ 北海道 余市郡赤井川村 3.654 －1.376 2.278 －0.625 2.902
４ 島根県 隠岐郡知夫村 3.449 －1.742 1.707 －0.640 2.347
５ 山梨県 北都留郡小菅村 3.220 －3.378 －0.158 －0.708 0.551
６ 北海道 虻田郡留寿都村 2.984 －1.092 1.891 －0.301 2.192
７ 東京都 御蔵島村 2.444 －1.074 1.371 1.226 0.145
８ 福岡県 糟屋郡久山町 1.762 －0.080 1.682 －0.248 1.931
９ 東京都 利島村 1.527 －0.564 0.963 0.455 0.508
10 山梨県 北都留郡丹波山村 1.491 －3.484 －1.993 －1.717 －0.276

出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」より筆者作成。
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2014年）でマイナスであったが、2015年から2019年

の地方創生政策第１期でプラスに転じている。沖縄

県宮古島市、福岡県糸島市、石川県かほく市も京都

府向日市と同様の傾向にある。

　また、表２では大都市圏や政令指定都市に近接し

ている都市がほとんどである。2015年から2019年の

社会増減率が自然増減率よりも顕著に高い都市が多

いことから、これらの上位の都市は大都市近郊の

ベッドタウンとして居住地選択されている傾向がう

かがえる。

　表３でも、2015年から2019年にかけて社会増減率

の高い町村が上位にあることがわかる。町村では北

海道勇払郡占冠村がトップであり、人口増減率の平

均値の差分は6.043ポイントであった。町村の上位

は都市の傾向とは異なり、離島などの条件不利地域

が多い。また、町村の人口増減率平均値の差分は都

市よりも顕著に高い。この背景には、2015年から

2019年の人口増減率の平均値、社会増減率の平均値

が一部の町村を除けば、都市よりも高いことから、

小規模な町村に域外から居住者が５年間で転入した

影響があると思われる。2010年から2014年の人口増

減率平均値がすべての町村でマイナスであることか

ら、これらの町村では地方創生政策第１期の期間

に、従来にはなかった転入増加があったといえる。

　ただ、表１では1,225市町村（78.4％）が地方創生

政策第１期に地方創生政策前よりも人口減少を悪化

させていた。第１期の地方創生政策では、人口動態

を改善できた市町村が約２割であるため、政策目標

のひとつである減少傾向の歯止めは一部の市町村に

有効であったかもしれないが、その政策効果は限定

的であったと思われる。

４．各都道府県の合計特殊出生率の変化

　図３は都道府県別の合計特殊出生率における地方

創生政策前後と2020年（コロナ禍）の変化を表して

いる。都道府県別の地方創生政策前後の合計特殊出

生率の差分は、2015年から2019年（地方創生政策第

１期）の合計特殊出生率の平均値から2010年から
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図３　都道府県別の合計特殊出生率の変化

出所： 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、厚生労働省
「人口動態統計」より筆者作成。
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2014年（地方創生政策前）の合計特殊出生率の平均

値を差し引いた値である。静岡県、山形県、岩手

県、和歌山県、新潟県以外の都道府県は、合計特殊

出生率を地方創生政策第１期において上昇させた。

特に、富山県と東京都が地方創生政策第１期の５年

間に0.1ポイントほど合計特殊出生率を上昇させて

いる。表１では自然増減率では1,368市町村（87.5％）

が地方創生政策前よりも悪化していたが、地域に

よっては出生率の改善がみられていたと思われる。

また、国が待機児童の解消や女性の活躍しやすい環

境を整備してきたことも、合計特殊出生率の上昇に

寄与しているかもしれない。

　ただ、コロナ禍の影響がある2020年と2015年から

2019年の合計特殊出生率の差分では、全都道府県が

マイナスであることがわかる。また、ほとんどの都

道府県では2020年と2015年から2019年の合計特殊出

生率の差分は地方創生政策前後での差分よりもマイ

ナス方向に大きい。新型コロナウイルスの感染拡大

による合計特殊出生率の低下が全国的にみられると

ともに、地方創生政策による上昇分を相殺する恐れ

があることがうかがえる。2021年以降も合計特殊出

生率の低下傾向が続くならば、わが国の人口減少は

加速するかもしれない。合計特殊出生率の低下傾向

は最新のデータ整備を踏まえて、その要因を慎重に

検証するとともに、今後も注視していく必要がある

だろう。

５．ポストコロナにおける地域創生

　前節までの分析結果を踏まえると、第１期地方創

生政策の特徴とその効果には次の３点が主に挙げら

れる。第一に、都道府県と市町村に交付される「地

方創生関連交付金」は地方創生政策実施前の人口減

少地域に配分されていたが、人口以外の要因も配分

に大きく影響した可能性があるため、第２期では地

方創生関連交付金の配分要因やその効果を詳細に検

証する必要がある。地方創生政策が新たな地域間格

差や不公平さを生じさせてはならない。第二に、第

１期の地方創生政策では、人口動態を改善できた市

町村が本稿の分析対象市町村の約２割であるため、

その政策効果は限定的であったと言わざるを得ない

だろう。第三に、一部の地域を除いて合計特殊出生

率は地方創生政策第１期において上昇していた。国

が待機児童の解消や女性の活躍しやすい環境を整備

してきたことが功を奏したと思われる。ただし、

2020年以降、新型コロナウイルスの感染拡大による

合計特殊出生率の低下が全国でみられるとともに、

地方創生政策による上昇分を相殺する恐れがある。

　これらの結果から、今後の地域創生に向けて何を

実現すべきだろうか。まず、新型コロナウイルスの

感染拡大は合計特殊出生率に顕著な負の影響を及ぼ

した可能性があるため、城戸（2018）で指摘される

ように、少子化対策や子育て支援を地域政策として

推進するのではなく、国がトップダウン型の人口政

策として推進すべきであろう。子育て支援策が地域

間競争の一環として位置付けられると、その支援策

の違いは各地方自治体の財政力の差として顕在化す

ると考えられる。政府はポストコロナの少子化対策

を国民全員で共有すべき課題として再設定したうえ

で、サンセット方式４による新たな予算措置をする

ことも一案である。

　また、大都市圏への女性の人口流出は続いてい

る。2021年ではコロナ禍の影響もあり、男性は東京

都から1,344人の転出超過になったものの、女性は

東京都へ6,777人の転入超過であった５。新型コロナ
　　　　　　　　　　　　　　
4 サンセット方式とは、政府や地方自治体による事業に計画年限を事前に決めておくことで、既得権益の創出や行

政組織の硬直化を回避する手法である。
5 総務省（2022）「住民基本台帳人口移動報告年報　2021年版」
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ウイルスの感染拡大の影響があっても、女性は東京

などの大都市圏でのライフスタイルに魅力を感じて

いる証左であろう。

　地方創生政策の契機となった増田編（2014）で

は、「若年女性（20～39歳）人口の減少率（2010年

から2040年）が５割を超える自治体」を消滅可能性

都市として定義していた。政府は女性が地方から転

出することを問題視していたものの、その傾向を大

幅に転換することは難しいといえる。実際、地方創

生政策のひとつである定住自立圏の中心市（圏域に

おける定住自立圏形成に向けた中心的な役割を担う

意思を表明した都市）へのアンケート調査では、他

市町村と連携して「生活機能の強化」に成功したと

の回答は85.1％にのぼるものの、「人口流出を食い

止められた」との回答は10.5％であった６。政府や

地方自治体の取組みでは、各地域の生活機能を維持

できたとしても、人々にとってそれが居住地選択に

おいて魅力的であるかは別な問題ではないだろうか。

　今後の地域創生のターゲットを女性に限定するな

らば、地方創生政策は女性の活躍や子育て支援など

の他政策との連携を深めつつ、女性がクリエイティ

ブに働ける職場やストレスフリーに過ごせる場を官

民の協働で各地から自発的に創出することが求めら

れている。
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